全額払いの原則と賃金債権の放棄　－シンガー・ソーイング・メシーン事件

最高裁昭和48年1月19日第二小法廷判決

（昭和44年（オ）第1073号：退職金請求事件）

（民集27巻1号27頁、判時695号107頁、判タ289号203頁）

＜事実の概要＞

Ｘ（原告・被控訴人・上告人）は、勤務していたＹ会社（被告・控訴人・被上告人）との雇用契約を合意解約し退職した。Ｙの就業規則には退職金の支給条件が明確に規定されており、それにより算出すればＸが退職時に受領しうるべき退職金は408万円余であった。この解約に際しＸは、Ｙより求められて「ＸはＹに対し、いかなる性質の請求権をも有しないことを確認する」旨が英文で記載されている書面に署名してＹに差し入れた。Ｙが、上記書面によりＸは退職金債権を放棄したものとして退職金を支給しなかったことに対し、Ｘが、上記書面は退職金債権を放棄したものではないこと、仮に放棄したものと認められるとしても、それは要素に錯誤があり、また労働基準法24条1項の相殺禁止を潜脱するための脱法行為であるため無効であるとして、退職金の支払いを求めた。

１審判決（東京地裁昭和43・4・19民集27巻1号46頁参照）は、上記書面の作成された際に退職金の話は出ておらず、明示した文言もないことから、退職金債権を放棄したものとは肯認できないとして請求を認容した。それに対して原審判決（東京高裁昭和44・8・21民集27巻1号48頁参照）は、当時は退職金以外に請求権が考えられないこと、英文は難解ではないこと、旅費等経費にかかるＹの損害の一部に充当する趣旨であったと認められることから請求権を放棄したと解し、労働者の完全な自由意思による相殺は禁止されておらず、在職中の相殺契約は事実上労働者の自由意思が抑圧されて結ばれる可能性が高いため効力が否定されるが、退職の際の合意は労働者の抑圧された意思によるとは考えられないため効力を是認できるのであるから、本件放棄が合意相殺であったとしても労基法24条違反ではないとして、1審判決を取消して請求を棄却した。そこでＸが上告した。

＜判旨＞

　上告棄却

　労基法24条の「全額払の原則の趣旨とするところは、使用者が一方的に賃金を控除することを禁止し、もつて労働者に賃金の全額を確実に受領させ、労働者の経済生活をおびやかすことのないようにしてその保護をはかろうとするものというべきであるから、本件のように、労働者たるＸが退職に際しみずから賃金に該当する本件退職金債権を放棄する旨の意思表示をした場合に、右全額払の原則が右意思表示の効力を否定する趣旨のものであるとまで解することはできない。もつとも、右全額払の原則の趣旨とするところなどに鑑みれば、右意思表示の効力を肯定するには、それがＸの自由な意思に基づくものであることが明確でなければならないと解すべきであるが、原審の確定するところによれば、Ｘは、退職前Ｙの西日本における総責任者の地位にあったものであり、しかも、Ｙには、Ｘが退職後直ちにＹの一部門と競争関係にある他の会社に就職することが判明しており、さらに、Ｙは、Ｘの在職中におけるＸおよびその部下の旅費等経費の使用につき書面上つじつまの合わない点から幾多の疑惑をいだいていたので、右疑惑にかかる損害の位置布施を填補する趣旨で、ＹがＸに対し原判示の書面に署名を求めたところ、これに応じて、Ｘが右書面に署名した、というのであり、…右事実関係に表われた諸事情に照らすと、右意思表示がＸの自由な意思に基づくものであると認めるに足る合理的な理由が客観的に存在していたものということができるから、右意思表示の効力は、これを肯定して差支えないというべきである」。

　裁判官色川幸太郎の反対意見。「私的自治の美名の下に、労働者の使用者に対する屈従を拱手傍観していては、労働基準法制定の趣旨は到底達成できるものではない」。「相殺の合意または使用者からの要請ないし働きかけによる放棄については、使用者の勢威によつて抑圧されたものでなく、労働者の真に自由なる意思に出た場合にかぎつて、その効力が認められるべきであ」る。「とくに、放棄の場合は、相殺と異なり、労働者にとつて消滅させるべき自己の債務がなく、失うのみで得るところがないのであるから、放棄が、使用者からの抑圧を受けたものでなく、真に自由な意思によるものであると認めるにあたつては、それによつて、当該労働者がいかなる事実上、法律上の利益を得たものであるかなど、労働者がその権利を放棄するにつき合理的な事情の存在したことが明らかにせられなければならない」。「放棄の有効・無効に関しての立証責任は、使用者に負担せしめるのが相当であ」る。「本件においては、…Ｘのした権利放棄がその自由なる意思によるものであることを裏付けるに足る合理的事情というのは全く当たらない」。

＜解説＞

　労基法24条は、使用者に対して、賃金の通貨払い、直接払い、全額払い、定期払いを義務付けている。全額払原則は、本判決のいうように、労働者に賃金の全額を確実に受領させて労働者の保護をはかろうとするものであり、控除した賃金を使用者が手元に置くことによる労働者の足止め策を防止するものである。例外として同条は、法令に別段の定めまたは労使協定のある場合に賃金の控除を認めている。これは、公益上の必要があるもの及び社宅料や購買代金等の事理明白なものについてのみ例外を認める趣旨であると説明されている（昭27.9.20基発675号、平11.3.31.基発168号）。ILO95号条約（日本は未批准）5条が、例外を認める場合を法令・労働協約・仲裁裁定に別段の規定ある場合としていることとも比較すると、（労働協約の性質を有しない）労使協定による場合は事理明白なものに限られるべきものであった。また労使協定の直接の効力は使用者に対する免罰であり、労働者との関係において支払いを控除するためには正当な根拠が必要となる。他方で、同条約は、関係労働者の同意がある場合にも例外を認めているのに対して、労基法24条にはその明文規定がない。

1　判例の展開

　労基法24条で禁止される「控除」に「相殺」が含まれるのかが議論されたが、最高裁は、使用者が労働者に対して有する損害賠償請求権を自働債権とし、労働者の賃金債権を受働債権とする相殺は許されないと解した（日本勧業経済会事件・最大判昭和36・5・31民集15巻5号1482頁、関西精機事件・最二小判昭和31・11・2民集10巻11号1413頁）。しかし、賃金過払いによる不当利得返還請求権を自働債権とする相殺は適正な賃金額を支払う手段であり禁止されていない、ただし、精算調整の実を失わない程度に合理的に密着した時期においてなされ、労働者の経済生活の安定をおびやかすおそれのない場合でなければならないとした（福島県教組事件・最一小判昭和44・12・18民集23巻12号2495頁→33事件）。

　その中で本判決が出されたが、その後本判決は合意相殺を認める判決で参照される（日新製鋼事件・最二小判平成2・11・26民集44巻8号1085頁→35事件）。ここでは、相殺への同意が労働者の自由意思に基づくと認めるに足りる合理的な理由が客観的に存在することを要件として合意相殺を有効とし、自由意思の認定判断は厳格かつ慎重に行われなければならないとした。その上で、自発的な相殺手続の依頼、委任状作成過程、労働者にとっての利益性、相殺約定の認識より自由意思と判断している。

　さらに、賃金債権の放棄を認める判決で参照される（北海道国際航空事件・最一小判平成15・12・18労判866号14頁）。ここでは、既発生の賃金債権を放棄する意思表示の効力を肯定するには，労働者の自由意思に基づいていることが明確でなければならないとし、異議を述べずに減額された賃金を受け取ったことだけでは合意があったとはいえないとした。本判決と比較して、放棄の意思表示と自由な意思表示を別個の要件事実として使用者に立証責任を負わせることを明確にし（山川隆一・ジュリ1297号162頁）、自由意思の判断が厳格になされたと評価されている（沼田雅之・労旬1601号24頁）。ただし、自由意思を認定するための判断要素は明示されていない。この点では、国土リアル・エステート事件判決（大阪地判平成5.5.26労民集44巻3号506頁）は、従属的立場にないこと、対価を受け取っていること、交渉態度が威圧的でないことを挙げている。それに対して、労使合意による放棄も自由意思に基づくならば可能であるとし、会社再建に協力するための合意であったとして自由意思を認めた判断も表れている（総合労働研究所事件・東京地判平成14.9.11労経速1827号3頁）。

　本判決はさらに、賃金減額の事例において参照される（アーク証券事件・東京地判平成12・1・31判時1718号137頁、更正会社三井埠頭事件・東京高判平成12・12・27労判809号82頁）。ここでは、賃金減額の合意を賃金債権の放棄と捉え、自由意思に基づく同意と、自由意思に基づくと認めるに足りる合理的理由が客観的に存在することを要するとして、異議を述べなかっただけでは自由意思による放棄とはいえないと判断した。就業規則を下回る合意をした場合には労基法93条違反の問題が生じるため、それにもかかわらず減額ができる根拠として、自由意思による放棄の問題を取り扱っていると分析されている（島田陽一・判評506号［判時1737号］47頁）。これらの判決が本判決を参照しているのは、自由意思の認定は「厳格かつ慎重に行われなければならない」ことを示すためと考えられ、この点は「妥当である」と評価されている（西谷敏『労働法』［2008］171頁）。しかし一方で、本来は労働条件変更の合意の事案として検討するべきであり、将来にわたる債権放棄と解釈される場合には、一回的な債権放棄の場合よりもさらに厳格な審査が要請されると主張されている（荒木尚志・ジユリ1239号161頁）。

2　自由意思による賃金債権放棄の可否

　労働者の自由意思による放棄は労基法24条違反であるとする見解がある（否定説）。理由としては、一方的放棄といっても、何らかの使用者との関係は発生しているのであるから、事実上自由な意思であったとはいえないことが多く、これを認めると脱法行為が行われることが予想されること（西川達雄「賃金支払方法」日本労働法学会編『現代労働法講座11巻』［1983］28頁）、労使協定の締結という労使自治によるサポートがあってはじめて、自由な同意が実質的に保障されるとするのが労基法の立場である（藤原稔弘「賃金」角田那重ほか編『新現代労働法入門　第4版』［2009］186頁）ことが挙げられる。

　しかし多数の見解は、否定説に共感しつつも（渡辺章・判評175号34頁）、そのため、自由意思の認定について厳格な要件を設定することを前提としつつも、自由意思による放棄の可能性を承認する（肯定説）。理由としては、自由な意思を十分にもちうる立場にある労働者も考えられること（金子征史「賃金に関する立法的規制の目的と手段」日本労働法学会編『講座21世紀の労働法(5)賃金と労働時間』［2000］44頁）、賃金の確実な入手を確保する法の趣旨に反しないこと（本多淳亮・本百選＜第3版＞108頁）が挙げられている。

　この論点については、労使協定の締結できる範囲が限定されているか否か、労使協定が締結されたとして、労働者との関係において賃金減額に別途の根拠が必要か否か、必要である場合に、労働者の自由意思にもとづく合意が根拠となりえるか否か、等の検討課題が残っているように思われる。

3　自由意思の認定基準

　本判決は肯定説を採用した上で、西日本の総責任者の地位にあった、他の会社への就職が判明していた、損害の一部を補填する趣旨で求めた書面に署名した、ことから自由意思であったと判断している。この判断について、自由意思の認定については「一応放棄の意思を自由に形成したと認めるに足りる事情があればよい」と解する見解もある（鈴木康之・曹時26巻12号2209頁）。しかし多数の見解は、本判決が挙げる理由が自由意思の根拠とは考えられないと批判し、色川裁判官の反対意見を支持している（後藤清・民商69巻1号169頁、山崎文夫・本百選＜第6版＞86頁、川口美貴・本百選＜第7版＞94頁）。また、あくまで上の事情での判断であるとして、本判決の射程範囲は狭いものと論じられている（東京大学労働法研究会『注釈労働基準法上巻』［2003］420頁）。

　自由意思の認定にあたってはとりわけ、労働者の従属性、放棄によって得られる対価、労働者の生活保障、の観点が重要となる。自由意思とは市民法的なそれではなく、「従属性が完全に払拭された労働法上の自由意思」（阿久沢亀夫・法学研究46巻6号109頁）を探求するべきである。また、相殺であれば反対債権が存在し、それも消滅するという意味において労働者にも利益があるのに対して、放棄の場合にはその意味での利益は労働者にないにもかかわらず放棄することの対価を探求することが必要となる。さらに、労基法24条の趣旨は労働者の生活保護にあるので、同条の例外を承認するにあたっても、生活保障の観点も必要となるであろう。
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